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2 「学校化」の定義には，Moss & Bennett（2006），大野・七木田（2011）を参照した。 
3 小学校の「教育」と区分する目的から，幼稚園の機能は法制上「保育」とされ，現行の学校教
育法においても「保育」と規定されている（山内 2014：410-411頁）。 
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低学年（Primary Grades）までの範囲を対象とした初等教育教員免許を発行している（Fowler 2017）。 
 この密接な幼小接続関係に対しては，幼稚園における学問的知識の重視，遊びの機会の減少を
招いているとの批判もある。特に 2000年代以降，アカウンタビリティに対する強い要求を背景に
幼稚園教育の学校化が進行していると指摘される（Bassok et al. 2016）。 
アメリカにおける幼小接続と幼稚園教育の学校化という課題は，公立学校幼稚園および公的機






















育局（Bureau of Education）と国際幼稚園連盟（International Kindergarten Union：以下 IKU）
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5 田中（2011）は同史料を分析しているが，養成機関の公私立別の分析は行っていない。 
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学校幼稚園数は 6563 校と幼稚園数全体の約 87％を占めるまでに拡大し（Bureau of Education 




















ず，およそ 20年は機能不全に陥っていたという（Doerflinger 1906：p.403）。 
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（Philadelphia Superintendent of Public schools 1888：p.90， Winchester 1918：pp.12-17）。 
さらに，指導監督担当者が各教員による教育プログラムの作成プロセスに介入できる仕組みを
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とで運営された（Chicago Board of Education 1902：p.64）。1912年には，公立学校幼稚園を有
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景には，「幼稚園は徹底的に都市の公立学校システムと同一のものとみなされなければならない」










ろうか。以下では，教育局・IKU による 1912年度調査の結果（Bureau of Education 1916）を公
私別に分析する。同調査は 126の幼稚園教員養成機関を対象に行われたものである。 
まず，公私別の機関数であるが，126 の幼稚園教員養成機関のうち，公立機関は 63 校（50％）
（州立（state）；40（32％），市立（city）；22（17％），連邦立（Federal）；1（1％）），私立機関
は 63 校（50％）（私立（private）；49（39％），協会立（association）；14（11％））である。 
第一に，養成期間に関して，公立機関は，確認できた 61校のうち 48（約 78％）が 2年制を採
用しており，私立機関においても，確認できた 62校のうち 47（約 75％）が 2年制を採用してい
た。養成期間は，公私別によらず 2年が一般的であったと考えられる。 
第二に，卒業に必要な授業時間に関して，時間数が確認できた 94校を公私別に分析したものが





幼稚園教員養成機関の種別 平均値 最大値 最小値 
公立機関（48校） 1424 2400 441 
私立機関（46校） 839 1850 76 




（General pedagogy）」「初等教育法（Primary method）」「教育史（History of education）」の 3
つに関するそれぞれの授業時間が記載されている。 
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表３－１ 「教育原理」の授業時間（小数点以下切り捨て） 
幼稚園教員養成機関の種別 平均値 最大値 最小値 
公立機関（43校） 83 200 12 
私立機関（32校） 48 216 6 
表３－２ 「初等教育法」の授業時間（小数点以下切り捨て） 
幼稚園教員養成機関の種別 平均値 最大値 最小値 
公立機関（50校） 81 580 6 
私立機関（43校） 25 120 3 
表３－３ 「教育史」の授業時間（小数点切り捨て） 
幼稚園教員養成機関の種別 平均値 最大値 最小値 
公立機関（43校） 74 220 5 
私立機関（32校） 48 108 10 
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